
１　地域医療構想の実現に向けた取組の方向性

　2025年の必要病床数を基に、医療機能の分化及び医療機関の再編・ネットワーク化を図りつつ、患者の
ニーズに見合ったバランスのとれた各医療機能毎の病床数を確保する。

　在宅医療を担う医療機関の訪問診療ポータブル機器の整備支援や、「在宅医療グループ診療運営事
業」に取り組む在宅療養支援診療所への支援のほか、訪問看護ステーション設置に当たっての初度設備
整備、在宅医療に従事する医療従事者の資質向上、在宅医療の担い手の確保、多職種の連携等、高齢
者が安心して過ごせるよう、本人が望む場所で過ごせる選択ができる在宅医療等の確保や環境整備を図
る。

　留萌区域の令和７（2025）年における在宅医療等に関する医療需要は、平成25（2013）年の約１．５倍に
増加することから、現在の医療提供体制のままでは、在宅医療の需要の増加に対応することは難しい状
況にあり、また、訪問看護等の事業所数も十分ではない状況であることから、地域の状況に合わせた在宅
医療の提供体制の整備を図ることが課題である。（在宅療養支援診療所１カ所）（その他：在宅医療実施
病院　３カ所　、無床診療所　２カ所）

　高齢者の増加に伴い、高齢者の住まいの確保が必要であり、自宅で生活することが困難な低所得者や
比較的要介護度の低い高齢者が安心して暮らすことができる住まいの不足や医療資源の偏在、積雪など
地域の固有の課題等を踏まえ、施設と居宅の中間的な住まい等の検討を進める必要がある。

　市町村の公営住宅や空家対策としての高齢者向けのグループホーム住宅等、高齢者が住み慣れた地
域で安心して生活できる環境の整備を図る。

現状・課題

目指す姿

　高齢化の進行に伴い、住み慣れ
た地域や自宅での生活を支える
ため、その受け皿となる在宅医療
等の確保に向けた取組

現状・課題

目指す姿

　留萌区域の病床利用率は、一般病床が43.9％（R3）、療養病床が68.3％（R3)となっており、地域の医療
ニーズに見合った病床の有効利用が図られていない状況であり、また医師や看護師等の医療従事者の
医療資源について有効活用されていないことから、地域の実情に見合った病床を整理し、医療機関の再
編、ネッワーク化が必要である。

　地域（市町村）における高齢者
の住まいの確保等に向けた取組

現状・課題

目指す姿

　限られた医療資源（病床や医療
従事者等）を有効に活用するため
の医療機関の再編統合等に向け
た取組

地域医療構想推進シート

令和 7 年度 区域名

　医療機関の機能（診療科）や体
制（救急医療体制等）が一部重複
していることによる役割分担等に
向けた取組

現状・課題

目指す姿

　急性期医療を受けた後の患者
の受け皿となる医療機能（回復期
病床）の確保に向けた取組

現状・課題

目指す姿
　急性期医療終了後、円滑に回復期医療へ移行し、十分な在宅復帰のためのリハビリテーションを実施
し、在宅復帰が行える医療提供体制を構築するため、地域で不足する回復期病床を確保する。

   高齢化の進展に伴う疾病構造等のニーズに合った医療提供体制の見直しと、役割分担をし、医師、看
護師などの医療従事者、医療資源の有効活用を図ることにより、バランスのとれた医療提供体制を調整し
構築する。

  今後の高齢化の進展や人口構造の変化に伴う、疾病構造等ニーズに合った医療提供体制の見直しや
役割分担、医療資源の有効活用が必要である。

　高齢化の進展により、急性期医療を受療後、在宅復帰のためのリハビリテーション機能の充実が必要で
あり、圏域で不足している回復期病床の確保が課題である。

留萌
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２　圏域内における医療機能及び他圏域との連携等の必要性

連携・協議が必要な圏域名
（自圏域での対応が困難な疾病等）

【糖尿病の医療機能を担う医療機関】
留萌市立病院、留萌記念病院、北海道立羽幌病院、天塩町立国民健康保
険病院、留萌セントラルクリニック、増毛町立市街診療所、遠別町国民健
康保険診療所
藤田クリニック、川上内科医院、たけうち内科循環器内科医院、小平町立
鬼鹿診療所・小平町立小平診療所、苫前厚生クリニック、苫前クリニック、
北海道立焼尻診療所、北海道立天売診療所、増毛町立雄冬へき地出張
診療所

上川中部圏域等

区　　　　　　　　　　　　　分 指 定 医 療 機 関 等 の 名 称

５
疾
病

が　ん

脳卒中

【急性期医療を担う医療機関】
留萌セントラルクリニック
【回復期医療を担う医療機関】
留萌市立病院、北海道立羽幌病院、天塩町立国民健康保険病院

心筋梗塞等の心血管疾患
【急性期医療を担う医療機関】
留萌市立病院、天塩町立国民健康保険病院

糖尿病

精神医療
【精神科を標榜している医療機関】
留萌市立病院、荻野病院、北海道立羽幌病院、留萌セントラルクリニック、
みなぎこころクリニック

６
事
業

救急医療
【二次救急医療機関】
留萌市立病院、北海道立羽幌病院、天塩町立国民健康保険病院、留萌セ
ントラルクリニック、遠別町国民健康保険診療所

災害医療

【災害拠点病院】
留萌市立病院
【北海道DMAT指定医療機関】
留萌市立病院

周産期医療
【周産期母子医療センター】
留萌市立病院

小児医療（小児救急医療）
【小児救急医療支援事業参加病院】
留萌市立病院

へき地医療

【へき地医療拠点病院】
留萌市立病院、北海道立羽幌病院
【へき地診療所】
増毛町立雄冬へき地出張診療所、増毛町立市街診療所、小平町立小平
診療所、小平町立鬼鹿診療所、道立天売診療所、道立焼尻診療所、初山
別村立初山別診療所

新興感染症発生・まん延時における医療

【医療措置協定締結医療機関（病院）】
留萌記念病院、留萌市立病院、北海道立羽幌病院、天塩町立国民健康保
険病院
【医療措置協定締結医療機関（有床診療所）】
遠別町国民健康保険診療所
【医療措置協定締結医療機関（無床診療所）】
川上内科医院、たけうち内科循環器科内科医院、増毛町立市街診療所、
小平町立鬼鹿診療所、苫前クリニック、苫前厚生クリニック、北海道立天売
診療所、初山別村立初山別診療所、みなぎこころクリニック
【医療措置協定締結医療機関（薬局）】
寺西薬局、マナベ薬局、江戸薬局、さくら薬局、唐木屋ファーマシー、タニ
はまなす調剤薬局、はぼろ調剤薬局、調剤薬局ツルハドラッグ羽幌店、調
剤薬局ツルハドラッグ留萌店、キタ調剤薬局留萌店、あかね薬局、ハート
薬局、アイン薬局苫前店、あおぞら薬局、セントラル薬局、北海道ファーマ
ライズ留萌大町薬局、キタ調剤薬局遠別店、キタ調剤薬局天塩店
【医療措置協定締結医療機関（訪問看護事業所）】
北海道総合在宅ケア事業団留萌地域訪問看護ステーション、訪問看護ス
テーション季実の杜、北海道総合在宅ケア事業団羽幌地域訪問看護ス
テーション、訪問看護ステーションすみか

在宅 在宅医療

【在宅療養支援診療所】
留萌セントラルクリニック
【在宅医療実施　病院】
留萌記念病院、北海道立羽幌病院、天塩町立国民健康保険病院
【在宅医療実施　無床診療所】
苫前クリニック、わたべ整形外科医院

そ
の
他

地方センター病院

地域センター病院 留萌市立病院、北海道立羽幌病院

地域医療支援病院

特定機能病院

外来 紹介受診重点医療機関
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３　将来的に不足することが見込まれる医療機能の確保対策等

（１）病床の現況及び2026年の見込み［医療機能別］ ※医療機関別の結果は別紙参照

（２－①）不足することが見込まれる医療機能の把握等

（２－②）不足することが見込まれる医療機能の確保対策（令和8年度以降の計画も含む）

№

床 → 床

（２－③）不足することが見込まれる医療機能の確保に向けた取組目標及びスケジュール

（３－①）医療機関の再編統合等に向けた動き

（３－②）ＩＣＴを活用した地域医療情報連携ネットワークの整備状況（令和7年度以降の計画も含む）

№

1

該当医療法人なし

R４年度
北海道立焼尻診療所、北海道立羽幌
病院、訪問看護ステーション

対象施設間でテレビカンファレンスシステムやタブレット端末で
連携し、訪問看護ステーションとの連携も検討し、医療と介護
の連携を図る。

病院、診療所との役割分担・連携

登録団体・施設等

1 留萌市立病院 H30年度

急性期 44

地域医療連携推進法人

R７年度 天塩町立国民健康保険病院

たいせつ安心 ｉ 医療ネット H26

医療機能

新築移転。病院→有床診療所19床（慢性期１７床減）
閉院。（慢性期35床減）
病棟廃止（19床→0床へ）

病床の削減（急性期202床→144床、回復期44床→0床、休棟
50床→0床）

旭川赤十字病院、旭川医科大学付属病院な
どの旭川近郊の医療機関

活用済み
患者の画像情報の連携
電子カルテ情報を含む情報提供の拡充(令和6
年度)

回復期病床

H29 H30 R1 R２

H26年度
旭川赤十字病院、旭川医科大学付属
病院などの旭川近郊の医療機関

H30年度
北海道立羽幌病院と北海道立天売
診療所で遠隔医療等の試験運用を
実施

R３

患者の画像情報の連携

対象施設間でＩＣＴを活用し、一人体制である離島診療所の医
師等への支援や負担軽減などについて検討する。

R６ R７R５

主な目的

病床の削減（回復期48床→38床）

病床の削減

ネットワークの名称 整備年度 基金の活用 概　　　　　要

R５年度末

遠別町立国保病院
加藤病院
増毛町立市街診療所

R７６年度末 留萌市立病院

区　　　　　　　　　　分 開始時期（予定） 構成医療機関

区域内の現況、取組の方向性等

基金の活用 調整会議での説明

有 H30.8.27報告

R８

不足する病床機能の協議

▲ 325床0床

2026 0床

763床

合　計

35床 142床 191床 195床 563床

休棟等
(今後再開）

休棟等
（廃止）

0床 ▲ 123床 ▲ 32床

0床

必要病床数
(2025（R7）年推計)

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

225床

参

考

病床機能報告
・

意向調査

（許可病床）

▲ 89床

346床 80床

226床

R7.7.1

▲ 62床

0床

48床 136床

▲ 35床 84床 ▲ 153床

428床31床38床 133床

223床

医療機関名 予定時期 病床機能転換の内容

病床機能報告以外に、将来的に不足する医療機能（患者数）を把握する方法等

31床

将来的に急性期が過剰となり、回復
期の不足が見込まれる。高度急性
期医療（上川・空知等）の確保が必
要である。

不足することが
見込まれる医療機能

高度急性期病床
回復期病床
慢性期病床

438床

▲ 81床

112床

31床0床

H28.7.1

H28年比

▲ 135床必要病床数-2026

地域医療構想の推進に関する意向調査の実施

整　備　等　の　概　要

取　組　目　標

回復期 44 ・急性期44床について地域包括ケア病棟への転換を行った（平成30年
10月）
・令和6年1月1日から、地域包括ケア病棟（回復期44床）を一時休床とし
た。（留萌市立病院）
・令和7年3月31日に、地域包括ケア病棟（回復期44床）を一般病棟とし
て再開した。（留萌市立病院）
・令和8年10月1日より、地域包括ケア入院医療管理料（病床単位）の再
開を予定している。

スケジュール

不足する医療需要の実数把握の協議

R４
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（３－③）医療機関の再編統合等の取組目標及びスケジュール

（４）非稼働病床への対応 

休床していた病床29床を削減し、休床数を60床
から31床に変更（道立羽幌病院）

R1 R２

休床（慢性期19床）を削減（返上）した。（わたべ整形外科医院）

R６ 0 床 ▲ 177床

・廃院に伴い休床（慢性期35床）を削減した。（加藤病院）
・無床診療所化により休床（慢性期19床）を削減（返上）した。（増毛
町立市街診療所）

・廃院に伴い休床（慢性期35床）を削減した。（加藤病院）
・無床診療所化により休床（慢性期19床）を削減（返上）した。（増毛
町立市街診療所）
・休床（回復期50床）を削減（返上）した。（留萌市立病院）
・地域包括ケア病棟（回復期44床）を一般病棟として再開した（留萌
市立病院）

R３ 152 床 ▲ 10床 急性期（8床）を休床とした。（道立羽幌病院）

162 床 0床

R５ 177 床 44床
令和6年1月から地域包括ケア病棟（回復期44
床）を一時休床とした。（留萌市立病院）

・医療機器の共同利用など、周辺医療機関との病病連携、
病診連携を推進しながら、今後の医療提供体制のあり方
について、地域の関係者と協議する場を設け、検討を進め
る。

R４ 133 床 ▲ 19床

R2.7.1
（意向調査

より）

取　組　目　標

圏域における対応

取　組　内　容

休床（52床）を削減（返上）した。（留萌市立病院）

急性期（9床）使用再開（増毛町立市街診療所）

慢性期（18床）を回復期として使用再開。（天塩町立国保病院）

R８H29 H30 R７

年　次

病床機能報告制度

非稼働病床数 前年比 検　討　内　容

・他院との医薬品、医療材料の共同購入、交通弱者に対
する移動手段の検討などを医療圏内の市町村による検討
協議会を設立し進めていく。

R４ R５ R６R３

H28.7.1 134 床

H29.7.1 161 床 27床
回復期（15床）を休床とした。（留萌市立病院）
慢性期（12床）を休床とした。（わたべ整形外科医
院）

H30.7.1
（意向調査

より）
171 床 10床

回復期（35床）を休床とした。（留萌市立病院）
慢性期（18床）を休床とした。（天塩町立国保病
院）
急性期（9床）を休床とした。（増毛町立市街診療
所）

R７ 0床

・ 画像情報共有ネットワークやＩＣＴを活用した遠隔救急支
援システムへの加入により、三次医療圏との医療連携や
救命救急支援の体制づくりを進めるなど、地域医療のある
べき姿に向け、広域的な連携を強化する。

・高度急性期患者の搬送対応のほか、上川など他の圏域
で展開されている医療連携ネットワークを活用した情報の
共有など、高度医療機関との連携強化を図る。

R1.7.1
（意向調査

より）
162 床 ▲ 9床

スケジュール
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４　在宅医療等の確保対策

（１）在宅医療等の必要量

　新たなサービス必要量（b）

　計 （a+b）

（２）訪問診療を実施している医療機関数

（３）在宅医療等の確保対策のスケジュール

５　地域（市町村）における取組

（１）医療と介護が連携した地域包括ケアシステムの構築に向けた基本的な考え方　
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354 人
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44 人
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R４

※厚生労働省NDB（ナショナルデータベース）によるデータ又は北海道医療分析センター事業によるレセプトデータ（北海道国民健康保険・退職国保、後期高齢者医療制度レセプトデータ）を掲載。
　　出典元を欄外に注釈として記載すること。
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在 宅 医 療 等

   地域包括ケアシステムの構築及び地域医療構想の推進を図るため、平成28年度より在宅医療介護連携推進事業を実施、町立病院や保
健所などと連携を図りながら、町民に対する相談支援や入退院支援・連携について、医療・介護関係者による多職種連携に関する研修会を
開催するなどし、連携強化に取り組み、在宅医療・介護サービスの提供体制の構築を推進している。令和３年度からは、高齢者の保健事業と
介護予防の一体的な実施に向け取り組みを実施。今後も関係機関、町民と共に地域包括ケアシステムの在り方を協議し構築していく。

「在宅医療・介護連携推進事業」の実施内容等について

遠別町

天塩町

   在宅医療・ケアに関わる多職種が協働し、地域住民が医療・介護サービスを一定的・継続的に受けられる支援体制を構築することを目的に
平成26年に設置された、「留萌保健医療福祉圏域連携推進会議　在宅医療・ケア専門部会」に参画し、平成28年10月より「入退院時連携シー
ト」を用いた連携強化を進めている。今後も保健医療福祉関係者を対象とした「医療と介護の連携研修会」に参画し、更なる在宅医療・介護
サービスの提供体制の構築を進める。

  地域包括ケアシステムの構築及び地域医療構想の推進を図るため、平成30年度より「入退院時連携シート」を用いて地区医師会や保健所
との連携を図りながら、町民に対する相談支援や医療・介護関係者による多職種連携に関する研修会を開催するなど、在宅医療・介護サー
ビスの提供体制の構築を推進する。

区　　　　　　　　　　　　　分
2026年
（R8）

市町村名

苫前町

羽幌町

初山別村

　医療・介護関係者の情報共有をはかることを目的に、保健所の協力を得ながら、道立羽幌病院、近隣の苫前町、初山別村と協議し平成３０
年度より「入退院時連携シート」の使用を開始した。また、町内の医療機関・介護事業所等とコミュニケーションを図りながら「情報一覧」を作
成し、研修会等で町民に配布する。多職種連携促進のための協議の場を持ち、町民向け研修会を一緒に企画、実施してきたが、令和２年度
は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から見合わせ、や医療・保健・介護関係者を対象にした研修を実施したしている。今後も医療・介
護関係者、関係機関、町民と共に羽幌町の地域包括ケアシステムの在り方を協議し構築していく。

   地域包括ケアシステムの構築及び地域医療構想の推進を図るため、平成30年度より在宅医療・介護連携推進事業の実施を通じて、地区
医師会や保健所との連携を図りながら、市民に対する相談支援や医療・介護関係者による多職種連携に関する研修会を開催するなど、在宅
医療・介護サービスの提供体制の構築を推進する。

   地域包括ケアシステムの構築及び地域医療構想の推進を図るため、平成30年度より在宅医療・介護連携推進事業の実施を通じて、地区
医師会や保健所との連携を図りながら、町民に対する相談支援や医療・介護関係者による多職種連携に関する研修会を開催するなど、在宅
医療・介護サービスの提供体制の構築を推進する。

留萌保健医療福祉圏域連携推進会議　在宅医療・ケア専
門部会による医療と介護の連携強化

地域医療総合介護確保基金（在宅医療提供体制強化事
業）

   地域包括ケアシステムの構築及び地域医療構想の推進を図るため、在宅医療・介護連携推進事業の実施を通じて、地域医師会や保健所
との連携を図りながら、村民に対する相談支援や医療・介護関係者による多職種連携に関する研修会を開催するなど、在宅医療・介護サー
ビスの提供体制の構築を推進する。

   平成２８年度より在宅医療・介護連携推進事業の実施を通じて、医療・介護関係者による多職種連携に関する研修会や事例検討を開催す
るなど、在宅医療・介護サービスの提供体制の構築を推進している。令和元年度からは、在宅医療・救急医療の連携推進を図り、人生の最
終段階において本人の意思が尊重される環境を整備することを目的とし、ACPの普及等の実施や連携ルールづくりに向けて協議し、令和２
年度からは、高齢者の保険事業と介護予防の一体的な実施に向けての取組みを推進している。

精査中
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（２）高齢者の住まいの確保

（３）その他医療・介護従事者の確保等

（ア）市町村のPR

留萌市立
病院

医師
   広報誌「いもる」市立病院：地域住民だけではな
く、退職医師及び当院に縁がある医師並びに大学
等へ広く院内の活動等を広報

医療従事者 大学や養成学校等の就職説明会でPR

医療従事者

・ホームページ、ハローワーク求人情報、各団体
ホームページへの職員募集情報の掲載
・市コミュニティFM「エフエムもえる」における職員募
集情報の発信

北海道立
羽幌病院

留萌記念病院 医療従事者
令和７年７月新規高等学校卒業予定者に係る「るも
い地域 合同企業説明会」参加

看護師
養成校等の就職説明会、Webによる病院説明会で
PR実施

天塩町立
国民健康
保険病院

臨床工学技士、看護師
・ホームページの求人ページを随時更新
・ハローワークへの求人依頼
・民間紹介会社の活用

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

遠別町

小平町 保健師
大学や養成学校等及び道内市町村合同の就職説
明会でPR

保健師
大学や養成学校等及び道内市町村合同の就職説
明会でPR

保健師
大学や養成学校等及び道内市町村合同の就職説
明会でPR

苫前町

羽幌町

医療従事者
   町ホームページ、診療所ホームページ、ハロー
ワーク、北海道地域医療振興財団ホームページ、北
海道医報に求人情報を掲載

医療従事者 大学や養成学校等へ就職説明会でＰＲ

対象職種 取　組　内　容

保健師
大学や養成学校等及び道内市町村合同の就職説
明会でPR

増毛町 保健師
大学や養成学校等及び道内市町村合同の就職説
明会でPR（募集年度のみ実施）

市町村名

留萌市 医療従事者の確保

医療従事者の確保

天塩町
H30.4月より稼動し、認知症になっても住み慣れた地域で住み続けること
が可能となった。また認知症高齢者を抱える家族としても選択肢が増
え、地域で安心して住み続けることが可能となった。

市町村名

取　組　目　標

羽幌町

Ｒ４ 特定施設入居者生活介護事業所の開設

訪問介護・通所介護・ショートステイを組み合わせた柔軟な対応が可能
となり、介護サービスの選択肢が増え、高齢者が住み慣れた地域で安
心して住み続けることが可能となる。留萌市

H30
ニーズ調査をもとに住宅担当部局と協議の場をもったが、
今年度設定の住宅計画に具体的な事業として盛り込まれ
るまでに至っていない。

R3 特定施設入居者生活介護事業所の開設

苫前町

H30 小規模多機能型居宅介護支援事業所の開設

介護サービスの選択肢が増え、高齢者が住み慣れた地域で安心して住
み続けることが可能となる。

介護サービスの選択肢が増え、高齢者が住み慣れた地域で安心して住
み続けることが可能となる。

年次 内　　　容

H29 グループホームの整備

取組目標に対する達成状況

期待される効果等
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（イ）職場体験及び学生を対象とした職業体験等

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保留萌記念病院 中学生
看護師、リハビリ職等に興味を持つ生徒の職業体
験を実施（10/24港南中）

北海道立
羽幌病院

小学生
羽幌町・苫前町・初山別村の小1～小６に医師・看護
師・コメディカルの仕事について体験セミナー

中学生
看護師業務・理学療法士業務の職場体験学習を実
施

高校生
インターンシップとして、看護業務・理学療法士業務
の職場体験を実施

医学生・看護学生・理学療
法士学生・臨床検査技師学
生

村の保健師の確保

天塩町

小学生 職業体験を実施（天塩町立国民健康保険病院）

高校生
インターンシップを実施（天塩町立国民健康保険病
院）

医学生・看護学生 看護学生に対して保健師の実習等を実施 医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

初山別村 看護学生
札幌医科大学看護科のカリキュラムの一環で、地域
での保健活動を実習

遠別町

中学生
職場体験学習で生徒を受け入れ、役場の仕事の一
つとして、高齢者訪問や言語聴覚士の仕事の紹介
等も行った。

看護学生
保健師を目指す学生を対象に実習を実施（3daysイ
ンターン）

介護・福祉専門職

中学生
各部門の見学、看護体験及び業務内容等について
職員と質疑応答を実施。（市立病院）

高校生
各部門の見学、看護体験及び救急蘇生法体験の実
施。（市立病院）

増毛町 看護学生
保健師学生の市町村実習として受入れ（R7年度な
し）
夏休み保健師体験学習の受け入れ

町の保健師の確保

医療従事者の確保

留萌市

医学生、看護学生、理学療
法士、作業療法士、臨床検
査技師、診療放射線技師、
薬剤師

市町村名 対象職種 取　組　内　容

小平町 保健師学生 保健師学生のインターン・見学の受入れ。 町の保健師の確保

苫前町

「地域で働き暮らす」ことを卒業後の選択肢として考
えてもらうことを目的として、働き方・暮らし方を体験
するツアーを実施

看護学生 保健師志望学生の市町村実習受入れ

羽幌町

高校生
保健事業の一つとして、「性について考えよう！」の
講話依頼があり、その中で保健師の活動や保健師
資格取得までを紹介。

看護学生 看護学生の実習を受入し、保健師業務の体験実施 医療従事者の確保

医療従事者の確保

町の保健師の確保

臨床実習の受入

専門職を確保し、保健医療福祉の推進を図る

専門職を確保し、保健医療福祉の推進を図る

専門職を確保し、保健医療福祉の推進を図る

市立病院での臨床実習等を実施

医療従事者の確保

市立病院に従事する医療従事者の確保

期待される効果等
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　(ウ)　修学資金等の貸与

留萌記念病院

正看護師 入学金+修学資金の貸付月額5.0万円

准看護師 入学金+修学資金の貸付月額4.3万円

初山別村 保健師
修学資金480万円以内、就業資金240万円以内
償還免除規定あり

遠別町

看護師、准看護師
町立国保病院町立診療所：新たに病院に１年以上
勤務した者へ３年終了まで毎年奨励金を交付

保健師、理学療法士、社会
福祉士

修学資金の貸付（月額４万円）
就労奨励金（年２０万円　勤務期間３年終了まで）

天塩町

看護師・保健師・准看護師
修学資金の貸付（看護師・保健師：月額10万円、准
看護師：月額5万円、資格取得後3年以内に町医療
職員として5年間勤務した場合に免除）

薬剤師、診療放射線技師、
臨床検査技師、臨床工学技
士、理学療法士、作業療法
士、管理栄養士

修学資金の貸付（薬剤師：月額15万円、他：月額10
万円、資格取得後3年以内に町医療職員として5年
間勤務した場合に免除）

苫前町 介護福祉士
修学資金の貸与（月額5万円、入学・就職準備金各
20万円、町内５年就労で返還免除）

助産師・看護師
修学資金（月額5万円）の貸付　正規の就学期間貸
し付けし、貸付期間勤務した場合免除

介護福祉士・介護支援専門
員

資格取得・更新に定額で補助
介護職員初任者研修の実施

医師
道立の医療機関に1年以上常勤で勤務する医師に
医師資格取得からの年数に応じた研究資金を貸し
付け、期間が終了した場合に償還免除。

増毛町

看護師・准看護師
就労奨励金の貸付又は交付（看護師3年以上勤務
で100万円、准看護師3年以上で70万円 ほか）

看護師、准看護師、介護従
事者

（H30年度より）修学資金の貸付（看護師：月額5万
円、准看護師：月額3万円、介護従事者：月額5万円
以内。勤務期間により免除あり）

小平町

保健師・看護師・准看護師 修学資金の貸付（月額5万円）

保健師・看護師・准看護師 就業資金の貸付（120万円）

市町村名 対象職種 取　組　内　容

留萌市

看護師・准看護師・助産師
理学療法士・作業療法士

修学資金の貸付（看護師：月額5万円、准看護師：月
額3万円、助産師：月額20万円、理学療法士：月額3
万5千円、作業療法士：月額3万5千円）

医師・看護師・薬剤師
市立病院：修学資金の貸付（医師：月額12万円、看
護師：月額5万円、薬剤師：月額10万円）

診療看護師

道立の医療機関に1年以上常勤で勤務する診療看
護師に診療看護師資格取得からの年数に応じた研
究資金を貸し付け、期間が終了した場合に償還免
除。

羽幌町

診療看護師の確保・充実

市内の医療機関等に従事する医療従事者の確保

期待される効果等

当法人に従事する医療従事者の確保

当法人に従事する医療従事者の確保

新卒専門職員の就業確保

新卒看護職員の就業確保

専門職員を確保し、保健医療福祉の推進を図る。

看護職員を確保し、保健医療福祉の推進を図る。

村の保健師の確保

医師の確保・充実

町内施設等に従事する有資格者の確保

町内医療機関等の新規採用看護職員の確保

町内施設等に従事する有資格者の確保

医療従事者の確保

医療従事者の確保

医療・介護従事者の確保

医療従事者の確保

市立病院に従事する医療従事者の確保

8



　（エ）その他の取組

６　地域住民への広報活動

７　調整会議における協議等

（１）協議の状況

留萌記念病院
無資格者又は初任者研修
終了者

受講料の実費額
介護初任者研修講座　最大80,000円
介護実務者研修講座　最大150,000円

H29.4～
留萌振興局

ホームページ
掲載

R7.9.17 親会
・病床数削減について
・地域医療構想の関する説明について

協議・報告事項 協 議 等 の 結 果開催日 親会・部会の別

・病床の削減等について、該当する医療機関より説明を行った。
・本庁地域医療課の職員より地域医療構想に関する説明を行った。

3,350部

苫前町 医師等
町内の医療機関等が行う地域医療体制安定を図る
事業実施経費に対し上限300万円を補助

羽幌町

医師
道立の医療機関に１年以上常勤で勤務する医師に
就業時に就業支度金として100万円貸付し、２年間
継続勤務したした場合に償還免除

医師 生活環境整備のため家具・家電等を貸与 医師の住宅環境を整備し、医師の確保を図る。

医師の就業支度を支援し、医師の確保を図る。

地域医療体制の安定を図る事業経費を支援することによ
り、医師等の定着を図る。

増毛町 医師
・公宅の無償貸与、家具家電貸与
・医師住宅の確保、家賃の無償化

医師の住宅環境を整備し、医師の確保を図る。

市立病院に勤務する医師及び家族の住宅環境を整備し、
医師の確保を図る。

期待される効果等

小平町 医師 医師住宅の確保、家賃の無償化 医師の住宅環境を整備し、医師の確保を図る。

市町村名 対象職種 取　組　内　容

留萌市 医師 市立病院：医師住宅貸与事業

診療看護師
道立の医療機関に１年以上常勤で勤務する診療看
護師に就業時に就業支度金として50万円貸付し、２
年間継続勤務した場合に償還免除

診療看護師の就業支度を支援し、診療看護師の確保を図
る。

留萌区域　外
　「北海道留萌振興局保健環境部保健行政室」のホームペー
ジに掲載

実施日 広報の種類 実施地域等 実　　施　　内　　容 対象人数・部数

-

当法人に従事する介護従事者の確保。

医師の住宅環境を整備し、医師の確保を図る。初山別村 医師 医師住宅の確保、家賃の無償化、家具家電貸与

H29.8～
「北海道地域
医療構想リー

フレット」

R8.3.11 親会

・医療機器の共同利用について
・地域医療構想推進シートの更新につ
いて
・医療従事者募集に係るポスターの作
成について

市町村、医療機関、その他
北海道保健福祉部地域医療課作成の「北海道地域医療構想
リーフレット」について、 地域住民への周知用として、各市町
村、医療機関等へ配布
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（２）「公立病院経営強化プラン」の進捗状況

留萌市立病院

 ・留萌市民、留萌医療圏の住民が安心して暮らし続けられるよう、地域で
求められる役割を踏まえ、急性期医療の提供と、常勤医が不在・不足する
診療科や救急、周産期、小児医療を維持することを基本とし、医師、看護
師をはじめとする医療スタッフの確保に努め、持続可能な経営に取組む。
・病床規模の見直しは以前からの課題であったが、コロナ禍を機に受療す
る患者が減少するとともに、大学からの常勤医師の派遣減少が著しいこ
と、看護師不足に伴う夜勤体制の維持困難からやむを得ず休止している
地域包括ケア病棟が、施設基準達成困難により再開の目途が立たないこ
となど、現在の病症床稼働率の低下に加えて医療圏の人口減少など今後
の患者動向を踏まえ、令和７年３月末日に病棟再編と病床の適正化を実
施するした。
 ・地域包括ケアシステムの構築に向けて、質の高い高度な医療を提供し
ていくとともに、三次医療機関との連携の維持・強化のためのＩＣＴの活用
や、通院困難者などへのオンライン診療の導入を検討するなど地域の課
題に取り組む。
 ・ 医育大学からの医学生実習や地域研修の受け入れによる連携強化を
図るとともに、専門専攻医や初期臨床研修医の確保に積極的に取り組む。
・医師の働き方改革を進めるため、宿日直許可の取得や医師事務作業補
助者の配置をはじめとしたタスクシェア・タスクシフトを推進する。
・新型コロナウイルス感染症の経験を基に、新興感染症の感染拡大時に
備えた平時からの人材確保、感染対策・感染教育を継続するなど、体制整
備に努める。
・新興感染症への対応を強化するため、感染症発生・まん延時に、迅速か
つ的確に医療提供体制を確保するため、医療措置協定を締結している。
・医療ＤＸの推進と平行して、サイバーセキュリティを強化する。
・コロナ禍のダメージが残る中、常勤医の派遣縮小も影響し、患者数に回
復が見られず、コロナ補助金の終了とともに収益は激減し、物価高騰や人
件費の上昇に加え施設の大規模改修や非常勤医師の経費の増嵩など、
診療収益では賄いきれない費用負担が重くなり、経営状況は急激に悪化
している。　計画策定当初に、複数年の収支を見通すことが非常に困難で
あることから、収支計画及び数値目標は単年度（策定時は令和６年度）分
とし、令和７年度以降については市長部局とも協議しながら毎年度ローリ
ングを行うこととしていたが、現在の経営状況を踏まえ、より効率的な医療
提供体制への転換が必要であるため、病棟・病床の適正化に取り組むとと
もに、新たに創設される「経営改善推進事業債」を活用しながら経営改善、
経常収支黒字化に向けた取り組みを進める。
・地域包括ケア病床を開設する。
①ポストアキュート（急性期から受け入れ）心筋梗塞・脳卒中等の手術後の
高度急性期医療機関を脱した患者の受け入れが可能となる。
②サブアキュート（緊急時の受け入れ）在宅や介護施設で療養生活してい
る方の肺炎・骨折等の軽症急性期の受け入れが可能となる。
③在宅・生活復帰支援機能（ポストアキュート・サブアキュート）等の患者さ
んにリハビリや栄養指導、服薬指導等、退院調整に向けて多職種共同で
提供し、最高60日を目安に在宅・生活復帰を目指す。
④その他機能、（糖尿病教育入院の受け入れ、在宅医療に対する家族介
護疲れ解消を目的としたレスパイト入院の受け入れ。）を活かし、留萌医療
圏で不足が見込まれる回復期病棟の確保に努める。

北海道立羽幌病院

 ・現在の稼働病床数（４５床）を確保しながら、その一部を留萌圏域で不足
が見込まれる回復期病床に転換し、病床利用率の向上を目指す。
 ・地域の医療需要に幅広く対応できる総合診療医を配置し、留萌市立病
院と役割を分担を図る。
 ・へき地医療、離島診療支援を担う機能を有していることから、指導医の
確保や他の総合診療医の育成を行う医療機関との連携を強化しながら、
総合診療医や地域医療を志す医師の人材育成機能の体制強化を検討す
る。
・現行の令和３年度～令和９年度の「北海道病院事業改革推進プラン」を２
年前倒し、新たなプランを令和７年度中に策定し、令和８年度から次期プラ
ンに基づいた取り組みを推進する予定。

遠別町立国保病院

・遠別町立国保病院は、人口減少と少子高齢化を踏まえ、令和6年度に一
般病床19床の有床診療所へ転換する。これにより、慢性期医療の充実や
在宅医療の支援強化を図ることを目的とし、令和5年度から計画を進める。
・老朽化した病院を将来の人口規模に適したコンパクトな診療所へ建て替
え、発熱外来の設置や電子カルテ・遠隔診療の導入によるICT化を推進す
る。
・医師・看護師の確保を進めるため、外部派遣や採用活動を継続するとと
もに、働き方改革やICT活用による業務負担の軽減を図る。

天塩町立国民健康保険病
院

・早期に常勤医の確保をしつつ、安定的な収益を図り、地域にとって持続
可能な医療を展開できるよう様々な取組みの推進に努める。
・留萌圏域や宗谷、上川圏域の一部において急性期から回復期にある患
者のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ機能を担い、在宅復帰に向けた医療提供を行う。
・地域包括ケアシステムの構築に向けて、患者や家族のニーズに合わせ
た支援を行い、在宅訪問診療の再開に努め、積極的かつ適切な医療的介
入を図る。
・医師・看護師等医療スタッフの確保に努め、安定した医療提供を行う。

・他医療機関の要請を受けとの連携をとり、回復期
を迎えた患者の受入を行い、在宅復帰に向けた医
療提供を行っている。
・令和6年4月に医師1名採用、常勤医2名体制となる
（整形1名、内科1名）となるも、その他スタッフ、特に
看護師のにおいては確保が困難な状況。
・コロナ禍明けから特に入院患者数が減少し、収入
も大幅に減額となっており、原因究明及び対策を講
じる。

・旭川医師会主催の「たいせつ安心i医療ネット」につ
いて、これまで放射線画像のみの提供であったが、
令和６年度に電子カルテ情報の提供にまで拡張し、
三次医療機関との連携強化を進めた。
・医療器械更新の財源の確保と留萌市立病院の存
在意義を広く周知するため、令和６年度にクラウド
ファンディングに取り組んだ。
・サイバーセキュリティ強化に向け、令和７年度に医
療情報バックアップシステムを導入するした。
・医療ＤＸの推進に向け、令和７年度にマイナ保険証
（オンライン資格確認）対応の再来受付機を導入す
るした。
・患者数減少に伴う医業収益の落ち込みと、コロナ
補助金の終了による収入の激減に加え、物価高騰
や人件費の上昇など様々な費用負担の増嵩により、
経常収支の黒字化は困難を極めている。
・「令和６年度医療施設等経営強化緊急支援事業
（病床数適正化支援事業）」を最大限活用するため、
令和６年度末に許可病床を152床削減（一般：246床
→144床、療養：50床→0床）するした。
・病棟再編・病床削減により、各種加算、管理料を算
定した。
・病棟再編・病床の適正化による効率的な医療提供
体制への転換と、経営改善に向けた取り組みを踏ま
えた、令和８年度以降の収支計画及び数値目標を
令和６年度末までに作成するについては、令和８年
度の診療報酬改定の内容を踏まえて見直す。
・修正後の計画は、ホームページで公表・周知する。

・総合診療専門研修プログラムの基幹病院として専
攻医の確保に努め、人材育成機能を担った。
 ＊専攻医採用(R5：3名、R6：3名)
・平成30年7月から地域包括ケア病床を3床増床し
た。
・病床機能の適正化を図るため、R6.4.1に許可病床
を120床から91床へ削減した。（運用病床45床）
・休床部分の有効活用については今後検討予定。

・遠別町病院経営強化プランは令和5年度から令和9
年度を対象としていたが、令和6年度の診療所移行
により対象外となった。
・診療所移行後も地域医療の維持が求められるなか
で、今後は医療連携やICT活用を進め、持続可能な
経営を目指す。

病　　　院　　　名 プランの概要（地域医療構想関係） プランの進捗状況
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（３）「公的医療機関等２０２５プラン」の進捗状況

（４）二次医療圏を越えた広域的な協議

（５）圏域内のすべての医療機関（病院及び有床診療所）の参画又は情報共有に係る取組

（６）病床機能報告制度に係る取組

（７）地域で不足する外来医療機能の確保に係る取組

区　               　分

協　議　の　結　果

対　　応　　内　　容

目　　的　　等

未報告医療機関の解消
医療法に基づく報告義務に関す
る周知

調整会議（親会・部会）に参加

説明会の開催（情報共有）

その他

病　　　院　　　名 プランの概要

該当病院なし

プランの進捗状況

開催日 協議の相手方 協　　議　　事　　項

区　               　分

   留萌保健医療福祉圏域連連携推進会議において、地域で不足
する外来医療機能の現状・課題を共有し、医療機関の自主的な
取組に加えて、医療機関相互の協議により、地域で不足する外
来医療機能の確保を目指します。

   留萌保健医療福祉圏域連連携推進会議において、地域で不足
する外来医療機能の現状・課題を共有し、医療機関の自主的な
取組に加えて、医療機関相互の協議により、地域で不足する外
来医療機能の確保を目指します。

　地域における協議の場となる留萌保健医療福祉圏域連連携推
進会議において、救急医療や在宅医療などテーマに応じた議論
や、市町村単位を超えた議論を行い、隣接する医療圏との議論
などを行うための場づくりを検討します。また、地域医療介護総合
確保基金を活用し、医療機関や市町村等の取組を支援します。

取組状況

必要に応じて委員構成以外の医療機関の参加を可能な要綱としている

調整会議への報告、議論の状況

現時点で該当事例なし。

地域で不足する外来医療機能

　 初期救急医療に関する外来医
療の現状・課題 　 主に軽度の救急患者に外来診療を行う初期救急医

療体制として、在宅当番医制がありますが、留萌中・南
部地域では留萌医師会が両地域で実施しています。そ
のため、当圏域においては、二次救急医療機関が初期
救急にも対応せざるを得ない状況にあります。
　 このため、軽症者の受診が増加し、二次救急医療機
関勤務医への負担が増大している状況です。
　また、二次救急医療機関であっても、診療科によって
は、処置等ができない場合もあることから、他の二次救
急医療機関との連携の強化が必要です。

　 在宅医療の提供状況・課題 　特に留萌圏域は、高齢化率が41.4％と、全道平均
33.1％を大きく上回っており、また、 留萌圏域における
在宅等（自宅、老人福祉施設、介護老人保健施設）で
の死亡の割合は10.4％で、全道平均18.5％（全国平均
の28.4％）を下回っています。
   在宅医療サービスの提供状況をみると、当圏域にお
ける医療保険等による在宅サービスを実施している医
療機関は、人口10万人あたり病院が16.3施設、診療所
が30.2施設となっています。（全国平均：病院4.3施設、
診療所27.9施設、全道平均：病院6.5施設、診療所が
17.0施設）。
また、病院では７件、診療所では13件が在宅サービス
を実施しています。

病棟の医療機能（病床機能報告
の報告内容）の収れん

病棟の医療機能が毎年変化す
ることのないよう周知

2026年に向けて、過剰な医療機
能に転換を予定する医療機関へ
の対応

構想の推進に支障のある病床転
換を行わないよう周知

　地域の医療機能の確保に向け
た、医師及び医療従事者の確保
対策について

　地域の自治体病院等の医師や医療従事者不足が深
刻化しており、留萌圏域の医師数は、全道平均を大きく
下回っており、診療所での医師の高齢化が進む状況と
なっています。このことから安定的に地域医療を担う医
師等の確保ができるよう、中・長期的な対策の取り組み
が必要となっています。

現時点で該当事例なし。

現時点で該当事例なし。

現状・課題
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８　本年度の取組に関する評価（課題）及び今後の方向性

地域医療構想の推進に関する意向調査の実施

病床機能報告制度に係る取組 未報告医療機関への報告依頼

地域における取組
（高齢者の住まいの確保等）

地域医療構想の推進に関する市町村アンケートの実施

地域住民への広報活動 「北海道地域医療構想リーフレット」の配布等

「公立病院経営強化プラン」の
策定・進捗状況

留萌保健医療福祉圏域連携推進会議での報告

ＩＣＴを活用した地域医療情報
連携ネットワークの構築

地域医療構想の推進に関する意向調査の実施

非稼働病床（病棟）への対応

地域で不足する外来医療機能
の確保に係る取組

留萌保健医療福祉圏域連携推進会議での、現状・課題の
共有

「公的医療機関等２０２５プラ
ン」の進捗状況

二次医療圏を越えた広域的な
協議

全医療機関参加型の調整会議
の運営等

留萌保健医療福祉圏域連携推進会議について、必要に応
じて委員構成以外の医療機関の参加を可能な要綱として
対応

地域医療構想の推進に関する意向調査の実施

在宅医療等の確保

・地域医療総合介護確保基金（「在宅医療提供体制強化
事業）の活用
・留萌保健医療福祉圏域連携推進会議　在宅医療・ケア
専門部会の開催

区　　　　　　　　　　分 評　価　（　課　題　）

将来的に不足する医療機能の
確保

地域医療構想の推進に関する意向調査の実施

医療機関の再編統合等

今後の方向性

医療機関の自主的な取組に加えて、医療機関相互の協議によ
り、地域で不足する外来医療機能確保の推進

留萌保健医療福祉圏域連携推進会議における進捗管理

留萌区域版「留萌区域地医療構想」リーフレット配布。HPによる
保健師募集ポスター掲載

・地域医療総合介護確保基金（「在宅医療提供体制強化事業）の
活用
・留萌保健医療福祉圏域連携推進会議　在宅医療・ケア専門部
会の開催
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